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17）　滝川敏明「標準化と競争法」知財学会誌Vol. 4 No. 1　39頁（2007年）。
18）　浜田治雄・鈴木信也「技術標準化活動におけるホールドアップに関する考察」日本大学法学部知財ジャー










れかの公的な者による特許調査の実施 」ⅱ「 標準原案の事前広報制度 」ⅲ「 公共福祉への影響調
査と裁定実施の申し立て 」ⅳ「 パテントプール制度の活用 」を挙げる。 




















19）　江藤学「標準化活動におけるパテントポリシーの役割」研究技術計画Vol. 22 No. 3/4　198～199頁（2008年）。
20）　土井教之「標準組織と競争政策」社會科學研究Vol. 61 No. 2 13～ 16頁（2010年）。











































































































































































37）　山田有美「規格におけるパテント・ホールドアップ問題―Qualcomm v. Broadcom判決を踏まえて」NBL 
































と が必要となる。 Multidistrict Litigation（以下「MDL」という）の申立てをするという方法 もコ
39）　ライセンシーが，ライセンス対象の特許権の有効性やノウハウの秘密性（飛行知性）について争わない義務。
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（前者が標準策定前に関与したにもかかわらず後
に脱退したこと）を知って









































しく減少 し需要者の負担が 半減する ような場合であるとか，ガス事業に関する発明であってその
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行為に対しては，標準策定の経過を参酌して，禁反言の原則を適
用できるであろう。 
 　また，上述5.52のように，権利行使自体及び権利行使により得られる金銭を目的とした権利行
使は，特許制度の趣旨を逸脱するものと言えようから，クリーンハンズの原則が適用される余地
もあろう（但し，この場合はまず独禁法により対処されるべきである）。 
 　もっとも，RAND条件の齟齬，すなわち，研究開発費が想定よりも多くかかったことによるラ
イセンス料の値上げ等，R条件の解釈が問題となるときは，②③⑤の場合であっても，信義則を
適用して権利行使を規制できるとは限らない。場合によっては，事情変更の原則が妥当するケー
スもありえよう。 
 5.54　権利濫用論について 
 　権利濫用（民法1条3項）の判定基準50）について，「権利の行使によって生ずる権利者個人の利
益と相手方または社会全体に及ぼす害悪との比較衡量」という客観的利益衡量によりなされると
解する場合，高額のライセンス料の取得という特許権者個人の利益と，他の標準参加者の利益の
減少または商品・サービス価格の上昇という害悪を比較衡量すると，従来の学説によれば，②③
⑤の場合は，必ずしも権利濫用とまではいえないということになるのではないであろうか。 
 　この点，「関係当事者の主観的容態と客観的利益衡量の両面を総合的に考察」すべきと解し，
主観的容態を重視すると，②③⑤の場合に特許権者側に害意が認められるとするならば，権利濫
用を肯定しやすくなるであろう。もっとも，害意が認められるのは，極めてレアケースであろう。 
　しかし，いずれにしても，ホールドアップ問題の解決については，権利濫用という個別的な救
済法理によるよりは，一層明確な規範を提供する公共の福祉による方が望ましいと考える。
49）　四宮和夫『民法総則（第四版補正版）』（1996年，弘文堂）30頁参照。
50）　四宮・前掲注49　30～ 31頁参照。
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 5.55　公共の利益による差止制限，その他について 
 　米国判例法理の公共の利益による差止制限は，公共の利益との比較衡量あるいは総合衡量であ
り，我が国の権利濫用論に近いものだと考えられる。 
 　なお，被告同士のディフェンスグループの組織は，訴訟上の戦略であり，基本的にどんな事案
でも適用可能である。 
 5.56　公共の福祉による新たな法律構成 （私見）
 　結局，いずれの事後対処方法も適用できるケースが限られており，②③⑤のホールドアップ行
為すべてに適用できる決定打とはなっていない。それぞれの事後対処方法を，事案に応じて適用
していくことになろう。 
 　ところで，ホールドアップ問題は，“特許権の行使”の問題である。したがって，第1次的には，“特
許権”の枠組みの中で解決すべき問題と考える。すなわち，本来，権利行使は自由であり，契約
自由が原則なのであるから，独禁法（あるいは，適用できるのであれば，裁定実施権）の適用を
考える前に，“特許権自体”によるワンクッションを置くべきと考える51）。 
 　信義則や権利濫用論も“特許権自体”によるワンクッションの一つであるが，従来の議論によ
ると，適用できるケースが限られている（5.53，5.54参照）。 
 　そこで，ホールドアップ行為を広くカバーするワンクッションとして，公共の福祉（民法1条
1項）による内在的制約を提案したい。「公共の福祉」（憲法12条・13条参照）について一元的内
在制約と解し52），特許権も財産権（憲法29条）という人権である以上，公共の福祉による内在的
制約に服すると解するからである53）。 
 　すなわち，ホールドアップに該当する行為のうち，無関係または軽微な関与以外の類型（②③
⑤の場合）は，多大な社会的損失（5.1参照）・経済的弊害（5.3参照）が懸念され，相手方の経
済的自由との矛盾衝突が生じており，それを調整し実質的衡平を実現すべく，特許権自体の内在
的制約により権利行使できないと考えるのである。具体的には，特許権は，「産業の発達」（特許
法1条）を阻害しないように行使すべきであり，?ある技術が標準に組み込まれたことにより，
他者（SSO（標準化団体）の参加企業以外の企業を含む）が同一課題・効果の技術開発をやめて
51）　私的独占および一部の不公正な取引方法には課徴金納付命令が，さらに，私的独占には刑事罰や特許の
取消宣告という重い制裁があることも理由である。
52）　芦部信喜『憲法　新版　補訂版』（2000年，岩波書店）97頁によれば，一元的内在制約説は，「①公共の
福祉とは人権相互の矛盾・衝突を調整するための実質的公平の原理である。②この意味での公共の福祉は，
憲法規定にかかわらずすべての人権に論理必然的に内在している。③この原理は，自由権を各人に公平に
保障するための制約を根拠づける場合には，必要最小限度の規制のみを認め（自由国家的公共の福祉），
社会権を実質的に保障するために自由権の規制を根拠づける場合には，必要な限度の規制を認めるもの（社
会国家的公共の福祉）としてはたらく」と説く。
53）　特許法は，善意を前提とした，言わば「ジェントルマンの法」と考えられるため，内在的制約に馴染む
と考えられる。
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いる期間が相当期間にわたっており（長期間の研究開発の空白期間の存在），かつ，?代替技術
の開発に当たって相当額の投資を必要とし（多額の代替技術の開発費用），さらに，?ホールド
アップ状態になったことにつき，合理的理由（研究開発費が想定よりも多くかかった等の事情）
がない場合には，特許権は公共の福祉（民法1条1項）による内在的制約に服し，ホールドアッ
プ行為に当たるような特許権の行使は認められないと解する。民法1条1項の公共の福祉による
特許権の内在的制約は，同条2項，3項による場合と別個独立の意義を有しており，その場合に
なすべき利益衡量も2項，3項と異なる利益の衡量が問題になる。特許権者と社会的接触関係に
立つ他のSSO参加企業の利害だけでなく，技術の進歩という社会全体の利害にも着目し，さらに，
そもそも特許制度自体が産業政策として導入されている趣旨に鑑み，他の関係当事者の法益との
比較衡量ではなく，「産業の発達」（特許法1条）をより実現する見地から利益の衡量でなければ
ならない。この考え方は，日米の法律制度の相違に着目したうえでも，その実質的な利益衡量に
おいて米国の判例法理（公共の利益による差止制限）によっても基礎づけられるように思われる。 
 5.6　小括 
 　我が国の現行法制度では，ホールドアップ問題について直接規定した条文はない。公正取引委
員会のガイドラインも不十分である。学説・実務においても決定的な対処方法は見出されていな
い。そこで，以下のように対処すべきと考える。 
 　第1に，パテントポリシー＋αという事前抑止方法により，可及的にホールドアップ問題の発
生を抑止する。とくに，パテントポリシーやライセンス条件の遵守を確保する手段や，ホールド
アップよりも魅力的な利益を与える手段が重要となる。 
 　それでも生じてしまったホールドアップ問題に対しては，第2に，信義則・権利濫用論・公共
の福祉（内在的制約）という“特許権自体”の枠組みの中での法律構成により対処する。最後に，
私的独占（支配型または排除型）または不公正な取引方法（優越的地位の濫用・単独の取引拒絶）
の規制により対処すべきと考える。 
 6．結びに代えて 
 　本稿は，文部科学省の大学COC事業である本学の『地域の質を高める地域連携・知識還元型
まち育て事業』の一つとして組織された「知的財産に関する教育研究プロジェクト」の研究成果
の一環である。 
 　2015年度は，「地域に根差す企業のための知財戦略とビジネスモデル」をテーマに，2014年度
に引き続き，名古屋市を中心とする中部地区における中小企業経営者・商工業者・農林漁業者・
これらの支援機関・そのほか知的財産に興味のある方に対し，知的財産法および知的財産経営に
関する講演会を行った。また，講演会後の座談会を通じて，当該地域における中小企業等の知的
財産問題の現状や課題を収集した。とりわけ，知財戦略とブランド戦略に対する興味が強かった。
本稿では，知財戦略の一つであるオープン・クローズ戦略に係る問題のうち，ホールドアップ問
知的財産のオープン・クローズ戦略における標準化に潜む問題
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題について検討した。 
 　本稿の内容は，2012年に浅野がまとめたものを基礎として，その後の文献をフォローし，木
棚との討論を通じて共同でまとめ上げたものである。しかし，時間的な制約もあって，本来意図
したところまで仕上がっていない部分が残されている。とくに「4.1 議論の概観」については，
このような網羅的なまとめは他に見当たらず，実務上の意義が高いと思われるが，論者の意見を
できる限り正確に伝えようとして，引用部分が多くなりすぎた叙述になってしまった。この点は
後日を期したい。愛知県を中心とする中部地区における中小企業経営者等の知財戦略・標準化戦
略に対する意識を引き上げるのに少しでも役立つことを期待したい。 
 以上 
